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１　取り組み開始の経緯

高齢化や人手不足による農地の荒廃は、全

国の多くの地域で見られる現象であるが、中

山間地域では特に顕著な問題となっている。

また、近年急速に進んだ輸入飼料・化学肥

料・燃料などの価格高騰も、経営上の課題と

なっている。島根県大田市の三
さ ん べ

瓶山の山麓で

は、古くから放牧により草地景観が守られつ

つ、家畜生産が行われてきた。この取り組み

が評価され、1963年から国立公園に指定さ

れ現在に至る。しかしながら、高齢化などに

より三瓶山の共同放牧地利用農家数は、過去

は10戸以上あったが現在は１戸に減少し、

放牧が継続できず放棄される区画が徐々に増

え、荒廃が進行しつつあった（図１左）。本

稿で紹介する取り組みは、スマート放牧技術

などを活用し、荒廃農地を再生しつつ、三瓶

山の景観と農業生態系の再生・省力放牧家畜

管理・地域資源などを活用した家畜生産性向

上・みどりの食料システム戦略１）に沿った無

農薬・無化学肥料による農地管理を実現した

ものである（図１右）。

放牧による牛の飼養には、以下の特徴があ

る。

（１）牛ができること（圃
ほじょう

場内の自給飼料の

採食・ふん尿の圃場散布など）を牛にしても

らうことにより、輸入飼料の給与量やふん尿

の処理に必要となる燃料代などを削減できる

飼養方法であること

（２）土-草-家畜の農業生態系の循環を活用

した、自給飼料に基づく低投入・持続型の家

畜生産体系であり、「みどりの食料システム

戦略」や「有機畜産」への対応が比較的容易

な飼養体系であること

（３）近年、耕作放棄地・荒廃農地の解消と、

農地の省力的保全管理にも放牧は注目されて

きており、2022年に改正された「農山漁村
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の活性化のための定住等及び地域間交流の促

進に関する法律」２）においても、放牧は省力

的農地管理手法に位置付けられていること

このように放牧は、食料安全保障の面か

ら、農業生態系を活用した自給飼料生産・給

与、価格高騰し続けている輸入飼料・燃料な

どの低減、人口減少下での農地保全に寄与す

る持続的な飼養方法という側面を持つ。

農作業の省力化などの方法として、スマー

ト技術が近年注目され、家畜飼養においても

さまざまな製品が開発されてきた３）。一方、

これまでに開発・利用されてきた牛用のス

マート機器の多くは、主に牛舎内での利用を

想定しているため100ボルトなどの商用電

源が必須であり、放牧地でそのまま利用でき

る機器は少ない。また、放牧を活用した和牛

飼養では、舎飼に対し、前述のように牛自身

の放牧行動により省力化できる部分が多くあ

るが、一方で放牧牛監視など労力が増加する

部分もある。また、放牧飼養の利点を生かす

ための放牧地の面積増加や草地管理の最適化

も、コスト低減のためには必要である。本取

り組みでは、これら放牧特有の課題を中心に

最新のスマート技術などを活用し、課題の解

決を試みた。

本稿で紹介する取り組みは、スマート農業

実証プロジェクト「荒廃農地の再生による環

境保全効果と生産性の高いスマート放牧体系

の実証」として、2022 ～ 23年の期間で実

施している。場所は三瓶山西ノ原地区であ

り、21年時点で第１牧区（21ヘクタール）

は放牧利用中であるがノイバラをはじめとし

た雑灌
かんぼく

木の処理が人手不足でできない状態で

あり、第２牧区（16ヘクタール）は放牧で

きず木本植物が侵入した荒廃農地となってい

た。標高は約450メートルであり、12月下

旬ごろより積雪のため草地に隣接する道路が

一部閉鎖される程度の比較的冷涼な気象条件

である。なお、本プロジェクト課題の構成員

は８組織（国立研究開発法人農業・食品産業

技術総合研究機構（以下「農研機構」という）

西日本農業研究センター、かわむら牧場、三

瓶牧野委員会、島根県畜産技術センター、山

口県農林総合技術センター畜産技術部、島根

県西部農林水産振興センター、島根県大田

市、島根県農業協同組合石見銀山地区本部）

である。

取り組み概要は、次の通りである。

輸出需要が増大する牛肉増産、輸入飼料・

資材高騰に対する国内資源活用型のスマート

２　取り組み内容・目的

技術導入前(荒廃農地) 技術導入後

図１　技術導入前の荒廃農地状況と、技術導入後の草地状況（三瓶山西ノ原第２牧区）

資料：筆者作成



畜 産 の 情 報 　 2024. 2 19

畜産実証に必要となる、肥育もと牛（子牛）

の放牧による低コスト・省力生産拡大に向け、

（１）農研機構が開発を主導したスマート放

牧技術（放牧牛自動体重測定システム、牧草

作付け支援システムなど）と市販のスマート

農業対応機器を活用した収益性の高い生産体

系を実証

（２）スマート化効果の最大化に向けた、灌

木除去などによる荒廃農地の再生技術を検証

（３）スマート技術の導入コストを肥育もと

牛生産費の上限10％に設定、導入時のシェ

アリング体制を確立することで、コスト増の

軽減を図る

目標は次の三つとしている。

（１）牧草作付け支援システムにより提案さ

れた草種の導入による放牧可能日数増加

（180日→200日）

（２）荒廃農地の再生による利用面積拡大

（21ヘクタール→37ヘクタール）

（３）放牧牛飼養頭数増加（30頭→50頭）

主な導入技術は図２に示した通りであり、

本稿ではこれら技術の現地実証を中心に報告

する。

（１）牧草作付け計画支援システムを活用
した放牧期間延長

本システムは、放牧を活用した和牛繁殖経

営において、産地・経営により、放牧可能な

面積、放牧地の状況（トラクタ走行・管理の

可否、排水性の良否）、気象条件、放牧可能

頭数が異なる中で放牧を活用し、経営内の購

入飼料を最も少なくする牧草作付け計画立案

を支援するシステムである（図３（ａ））。本

システムは以下の三つのプロセスからなる。

（１）地域・放牧可能な複数の圃場条件（面

積・状況など）・放牧頭数を入力すると、圃

場毎の複数の適草種が提示・選択可能となる。

（２）各圃場で選択された草種を基に、経営

内全放牧地からの月毎の草量・放牧頭数を基

にした放牧利用期間や不足する（購入が必要

となる）草量が推定・提示される。

（３）圃場毎の草種変更を通じ、経営全体の

放牧期間を最大限延長する（購入飼料を最小

３　主な研究成果の紹介

経営計画立案支援 荒廃農地再生 施肥・草地管理 放牧牛看視
放牧牛生育
モニタリング

①①牧牧草草作作付付けけ計計画画支支援援シシ
スステテムム

気候・面積・飼養頭数などに
基づく放牧期間を最大限延
長可能な牧草作付け計画を
支援

②②荒荒廃廃農農地地のの効効率率的的再再
生生

スマート化効果の最大化
に向けた新型フレールモア
などでの再生実証

③③RRTTKK--GGPPSSガガイイダダンン
スス等等にによよるる鶏鶏ふふんんのの
効効率率的的散散布布

さまざまな地形等を含
む放牧地で効率的散
布を実証

④④放放牧牧牛牛のの位位置置看看視視、、
電電牧牧監監視視、、分分娩娩監監視視

放牧牛看視の省力化により、
放牧地面積・飼養頭数増加
による労力増加を低減

⑤⑤自自動動体体重重計計測測シシスス
テテムム

放牧牛の体重モニタリン
グを行い、補助飼料給与
により正常発育曲線に即
した増体を実証

図２　主な導入技術

資料：筆者作成
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（２）荒廃農地の効率的再生

木本植物の侵入が始まった三瓶山西ノ原第

２牧区において、スマート技術を最大化しつ

つ、放牧による生産コスト削減を実現するに

は、荒廃農地を効率的に再生する必要があっ

た。荒廃農地の植生が、牛が食べられる草本

植物（ススキ、クズ、セイダカアワダチソウ

など）であれば、牛の放牧により農地再生が

できるが、牛が食べられない木本植物である

とする）と想定される、各圃場の牧草作付け

計画をシミュレーションすることができる

図３（ｂ）のグラフに示すように、植物の

種類により、季節生産性は大きく異なる。野

草やシバなどの在来草の生産量は、春に少な

く、夏に多く、秋に少なくなる。これに対し、

より冷涼な気候に適応した寒地型牧草の生産

量は、春に多く、夏に少なく、秋に多い傾向

を示す。この二つの草種を組み合わせること

により、牧草生産量を平準化させつつ、放牧

期間を延長することが可能となる。本取り組

みでは、図３（ｃ）の通り16ヘクタールに

寒地型牧草を導入、21ヘクタールをシバな

ど野草利用とした。2021年９月に、寒地型

牧草（オーチャードグラス品種：まきばたろ

う10アール当たり２キログラム、 ペレニア

ルライグラス品種：夏ごしペレ10アール当

たり0.4キログラム、 ケンタッキーブルーグ

ラス品種：ラトー 10アール当たり0.3キロ

グラム、シロクローバ品種：フィア10アー

ル当たり0.3キログラム）を、簡易草地更新

機（エイチゾン社シードマチック・グラス

ファーマー 2014C）を用いて導入した。執

筆時点で、寒地型牧草の季節生産性の評価を

継続しているが、目標とする放牧期間200

日は達成できる見込みである。

なお、本技術については動画「なが～く放

牧してコスト削減」４）、技術解説書「周年親

子放牧導入標準作業手順書-山陰地方版-」５）

として公開している（図３（ｄ）、（ｅ））。

(c)牧草作付け計画支援システムに基づいた牧草導入計画

合合計計1166hhaa
・・寒寒地地型型牧牧草草導導入入（（22002222年年99月月～～))

合合計計2211hhaa
・・シシババななどど野野草草のの利利用用

永年性

牧
草
⽣
産
量

寒地型牧草
シバなど野草

延⻑

a

夏春 秋
延⻑

(b)牧草作付け支援システムによる
放牧可能日数増加（イメージ）

(a)牧草作付け計画支援システム画面

(e)技術解説（標準作業手順書・SOP)公開
https://www.naro.go.jp/publicity_report/publicati
on/laboratory/naro/sop/157733.html

(d)動画公開：なが～く放牧してコスト削減
https://www.youtube.com/watch?v=Vmb
UHyFfPt4

図３　牧草作付け計画支援システムを活用した放牧期間延長

資料：筆者作成

https://www.naro.go.jp/publicity_report/publication/laboratory/naro/sop/157733.html
https://www.youtube.com/watch?v=VmbUHyFfPt4


畜 産 の 情 報 　 2024. 2 21

場合、牛の放牧のみでは農地再生は困難であ

る。このような木本植物除去は、従来は人手

による伐採・持ち出しが必要であり、多大な

労力が必要であった。

それに対し本取り組みでは、３種のフレー

ルモアを用いた（図４）。フレールモアは、

地面に対し垂直方向に回転する刃で、植物を

破砕することができ、残枝や残草の持ち出し

作業を省略でき、効率的な農地再生が可能と

なる。

乗 用 ト ラ ク タ 装 着 型 フ レ ー ル モ ア は、

TMC Cancela社のTGH-220（マルチャー）

を用いた。本機は鋳物製の刃を持ち、カタロ

グ値で直径18センチメートルの木本植物の

細断が可能である。85馬力以上のトラクタ

が必要で、処理速度は３機種の中で最も早い

ことが明らかにされた。

無線トラクタ装着型フレールモアは、キャ

ニコム社のCG670（クロカンジョージ）を

用いた。40度までの傾斜地で利用可能であ

り、乗用トラクタが入れない斜面での荒廃農

地再生に適する。

油圧ショベル装着型フレールモアは、タグ

チ工業のKS-27（クサカルゴン）を用いた。

棚田など、上述の２機種が入れない地形で利

用可能であり、処理速度自体は２機種より遅

いが、多くのレンタル会社で取り扱いがある

ため、利用が容易である。

これら荒廃農地再生技術について、動画

「どうする！？荒廃農地-最新フレールモアで

放牧地に復活させてみた-」６）で公開してい

る。また、これらを活用することにより、本

取り組みでは農薬類を一切用いることなく荒

廃農地再生・放牧草地の管理を実現してい

る。

（３）RTK-GPSガイダンスを用いた効
率的鶏ふん散布

近年の化学肥料価格高騰に対し、代替肥料

としての鶏ふんは、安価で窒素などの肥料成

分含有量が牛ふんより高く、広い地域で入手

が容易である。散布作業に際し、鶏ふんは草

地に散布した跡が目視でわからないため、鶏

ふん散布部の重複や無散布部が生じ、ひいて

は牧草の生育ムラなどの要因となっていた。

動画公開：どうする！？荒廃農地
-最新フレールモアで放牧地に復活させてみた-

https://www.youtube.com/watch?v=VjJuwkevSpA

乗用トラクタ装着型フレールモア 無線トラクタ装着型フレールモア 油圧ショベル装着型フレールモア

従来法（刈払い機・人力による持ち出し）

図４　荒廃農地再生に用いた３種のフレールモア

資料：筆者作成

https://www.youtube.com/watch?v=VjJuwkevSpA
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この問題に対し、RTK-GPSガイダンスを

活用し、効率的な鶏ふん散布を試みた（図

５）。GPSガイダンスシステムはGPS端末

（農業情報設計社AgriBus-GMiniR）、専用ガ

イダンスソフトウェア（農業情報設計社

AgriBus-NAVI）とAndroidタブレット端末

の利用で実現した。今回の実証地での鶏ふん

散布に当たり、けん引式のマニュアスプレッ

ダ利用が困難な地形が存在したため、鶏ふん

散布が可能なブロードキャスタであるタカキ

タ社のCC8002D（コンポキャスタ）を用い

た。今回の実証地は10ヘクタールを超える

大面積で、さまざまな傾斜地形が含まれ、外

縁形状も直線でない地形であるため、直進す

るには適切なハンドル操作が必要となるなど

により、鶏ふん散布のムラをなくすことは通

常困難である。しかしRTK-GPSガイダンス

を用いることにより、散布ムラを最小減に抑

えた鶏ふん散布が実現できた。

また、本実証における肥料価格は、2022

年10月時点で、鶏ふん価格/化学肥料価格

（14-14-14） は15.8 ％ で あ り、 実 証 地

（5kgN/10a/回、２回/年、16ha）では年

間約200万円の肥料資材コストの削減が実

現できた。また、16ヘクタールの無化学肥

料栽培管理も実現した。

（４）放牧牛位置監視システムなどの現地
実証

放牧地面積の増加は、放牧地からの採食可

能草量および放牧頭数の増加ができることか

ら、放牧を活用した低コスト化にとって必須の

要因であるが、放牧頭数の増加は、放牧地で

の牛の管理作業も同時に増加することを意味す

る。この増加する管理作業について、放牧牛位

置監視システム「うしみる（GIサプライ社）」

を活用することによる低減を試みた（図６）。

うしみるは、放牧牛の位置を、スマート

フォンなどで知らせるシステムであり、親牛

に取り付ける首輪型のGPS内蔵の端末と、

ゲートウェイと呼ばれる中継装置、ウェブ上

で利用できるソフトウェアから構成されてい

る。首輪型の端末から、GPSによる位置情

報が、ゲートウェイにLoRa形式（注）の通信

トラクタに装着されたRTK-GPS
ガイダンスシステム

コンポキャスタによる粉鶏ふんの散布
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さまざまな傾斜地形が含まれ外縁形状も
直線でない放牧地におけるRTK-GPSガイ
ダンスを活用した散布軌跡

図５　RTK-GPSガイダンスを用いた効率的鶏ふん散布

資料：筆者作成
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により送られる。ゲートウェイから携帯通信

回線を経由した各個体の家畜位置情報をウェ

ブアプリから見ることができるため、スマー

トフォンやタブレット、PCから牛の位置を

確認することができる。家畜位置情報の送信

間隔は約20分である。

本実証に用いている放牧地は、2021年ま

では第１牧区の31ヘクタール（草地21ヘク

タール、林地10ヘクタール）であったが、

荒廃農地再生技術などの導入により、新たに

第２牧区の33ヘクタール（草地16ヘクター

ル、林地17ヘクタール）が加わり、22年時

点で、合計64ヘクタール（草地37ヘクター

ル、林地27ヘクタール）となった。

これにより、放牧牛は21年の30頭から、

22年の50頭へ約1.7倍に増加し、放牧地面

積も約２倍に増加した。この大面積、かつ地

形も山麓のため平坦でなく、全体に占める林

地の割合も高い放牧地では、放牧牛の居場所

を探すことは大変な作業となる。特に、分娩

前後や体調不良・事故などにより、牛群と離

れた行動をしている牛の発見は、極めて困難

な作業である。このような状況であったが、

放牧牛位置監視システムなどを活用すること

により、従業員２人体制で増員することな

く、放牧牛の増頭に対応できた。

（注）長距離・省電力ネットワーク規格の一つ。見通し範囲であ
れば数キロメートルの通信が可能とされている。

（５）現地実証による生産者からの意見

今回の現地実証について、生産者（２人）

からは、「作業に余裕ができて、経営全体へ

良い波及効果が出ている」という意見を頂い

た。三瓶山西ノ原第２牧区における荒廃農地

再生・牧草作付け計画支援システムを活用し

た放牧期間延長・RTK-GPSガイダンスを用

いた効率的鶏ふん散布・放牧牛位置監視シス

テムなどの導入は、「優秀な飼養管理担当の

2021年の放牧地

3311ha、牛3300頭
草地21ha
林地10ha

放牧牛位置監視システムにより、従業員2人で64ha、牛50頭の位置監視を実現。

＋＋

新たな放牧地

3333ha
草地16ha
林地17ha

面積約2倍、頭数約1.7倍を増員なく2人で管理できた。

→→

2022年

6644ha、牛5500頭
草地37ha
林地27ha

首輪型の位置看視装置

放牧牛位置看視装置（うしみる）画面

図６　放牧牛位置監視システム等の現地実証

資料：筆者作成
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従業員１人に匹敵する。経営内の人員が2.8

人（うち0.8人は臨時職員）から２人に減っ

たが、体の負担はそれほど変わらない」「放

牧地で良質な草の量が増え、晩秋でも牛が落

ち着き、放牧地に持っていく乾草の量が減っ

た」「位置監視があるので、心理的に安心で

きる」「放牧できる牛が増え、牛舎に残る牛

が半減したため、牛舎で自給飼料ロール給与

に適した牛群編成ができた」「敷料交換頻度

が減り、敷料代も減った。堆肥が半減したの

で切り返し作業・燃料代も減った」「余裕が

できたので、従業員間のコミュニケーション

が円滑にできるようになり従業員の技術が向

上した」「考える時間ができ、飼料・資材な

どの発注等作業が従来より適切にできるよう

になった」といった、取り組み開始当初想定

していなかった意見を頂いた。

（６）実証技術普及に向けた情報発信

三瓶山における中山間地域でのスマート放

牧による低コスト畜産の取り組みを、広く

知ってもらうための情報発信も実施してい

る。情報発信に際し、農林水産省地方農政局

（北陸、近畿、中国四国、九州）、県（島根県、

山口県）、農研機構畜産研究部門などと連携

し、主に山陰地方を中心に、シンポジウム、

現地説明会、現地実演会などを開催している

（図７）。シンポジウムは2022年に島根県で

２回、23年に山口県で１回開催した。現地

での技術説明・実演を、22年に９カ所、23

年に10カ所実施した。これらを通じ、乗用

トラクタ装着型フレールモア導入を表明した

牧場があるなど、技術普及が始まっている。

スマート放牧技術普及に向け、2024年３

月に「荒廃農地の再生による環境保全効果と

生産性の高いスマート放牧技術導入支援パン

フレット（仮）」の作成を予定している。各

産地・経営により、放牧可能面積・牛の頭数

などの条件が異なる中で、全産地・経営で提

示したすべてのスマート機器などの導入は適

当ではなく、各産地・経営の規模に応じ、必

要かつ導入可能なスマート機器などを選択

し、導入利用することが適当と考える。本パ

ンフレットでは、各スマート機器などの導入

費と維持管理費を基に、プロジェクト目標

である「スマート放牧技術の導入コストを肥

育もと牛生産費の上限10％に設定」した、

４　今後の展望

島根県・大田市

油圧ショベル装着型フ
レールモアによる現地
実演

鳥取県・伯耆町

トラクタ装着型フレールモア

による現地実演

島根県・海士町

無線トラクタ装着型フレー
ルモアによる現地実演

図７　技術普及のための現地実演会の実施状況

資料：筆者作成
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スマート放牧技術導入計画の策定方法を示す

予定である。

スマート技術導入により現場での生産性向

上・低コスト化を実現するには、スマート技

術単独の普及情報提供のみではなく、その礎

となる基本技術７）・従来技術の最新情報８）９）

の提供と、現場との意見・情報交換が併せて

必須である。本稿で紹介したスマート技術と

関連技術を含めた普及活動の継続を可能な範

囲で実施することなどにより、山陰地域にと

どまらず幅広い地域において、放牧を活用し

た地域の和牛繁殖経営の継続・発展と地域の

農用地保全に役立つことが期待される。

本稿におけるスマート放牧体系の実証は、

農林水産省「スマート農業実証プロジェクト

（スマート農業産地形成実証）（課題番号：畜

4G2、課題名：荒廃農地の再生による環境

保全効果と生産性の高いスマート放牧体系の

実証）」（事業主体：農研機構）の支援により

実施された。

また、本稿に関するスマート放牧体系の実

証等に協力いただいたすべての方々に謝意を

表する。
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